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東京23区

「空室率はほぼ横ばいで推移」
東京23区における2011年6月期の空室率は、対前期比0.1ポイント低下の7.6％となった。1年前に7％台を示してから、

ほぼ横ばいでの推移が続いている。
ゾーン別に見ると、空室率が低下したゾーンは54ゾーン中29ゾーン、上昇したゾーンは24ゾーンとなった。空室率

の低下幅が大きい「浜松町・芝公園」ゾーンでは湾岸部と近隣からの大型移転需要などが見られ、「蒲田」ゾーンで
は昨年竣工したビルなどに近隣からの移転需要が見られた。一方、空室率の上昇幅が大きい「目黒」ゾーンでは約9
年振りとなる大型新築ビルが竣工し、「東品川」ゾーンでは数千坪単位のまとまった面積の減床を行ったテナントの
後継テナントが決まらず空室が顕在化した。

テナントの動きを見ると、東日本大震災後は移転計画を一時中断や延期とするケースが見られたが、今期は徐々に
移転計画を再開させる動きが見られ、テナントの流動性は震災前とほぼ同程度に戻ったものと推察される。また、今
期移転計画を再開させたテナントを見ると、ビル選定の優先順位や基準に変化が起きており、震災前と震災後を比較
すると、耐震性能の優れたビルや自家発電装置を備えたビル、地盤の安定したエリアへの需要が高まっていると言え
る。

ただし、これらを一義的な理由として実際に移転したテナントは限られており、現段階においてはこの傾向がマー
ケット全般に反映されているわけではない。また、震災直後に懸念されていた湾岸部を敬遠して内陸部に移転する動
きや、リスク分散を勘案した他都市への需要流出も顕在化している動きは極一部にとどまっていることから、今後の
趨勢を判断するにあたってはもう暫く状況を見極める必要があると思われる。

今期の平均募集賃料は、対前期比1.0％低下の12,410円／坪となった。

調査対象：東京 23 区 54 ゾーン

2010 年 9 月期 2010 年 12 月期 2011 年 3 月期 2011 年 6 月期 対前期比

平均募集賃料（円 / 坪） 12,930 12,670 12,530 12,410 −1.0%
空室率 7.5% 7.6% 7.7% 7.6% −0.1ポイント
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東京主要5区

「空室率は 2 期連続低下の 7.5％」
主要5区における2011年6月期の空室率は、対前期比0.1ポイント低下の7.5％となり、0.1ポイントずつと小幅では

あるが、2期連続での低下となった。
今期は2棟の大型ビルが竣工し、どちらのビルも一部テナントが決定したものの、満室竣工には至らなかった。し

かし、既存ビルでまとまった面積の空室消化が多数見られたことから、主要5区全体の空室率は僅かながら低下する
こととなった。

今期1,000坪以上のまとまった面積の空室が消化されたビルを見ると、新築・築浅ビルや大型ビルが多く見受けら
れる。これらビルは常に高いテナント訴求力を有していたが、緊急時のオーナー対応が優れていることや、今後の防災・
節電対策などを鑑みて、東日本大震災前よりも訴求力が高まり、成約に至るスピードが速まったものと考えられる。
その一方で、旧耐震ビルについても、耐震補強などの対策が施されているビルについては、割安な賃料水準ではあるが、
一定の需要を獲得しているケースも見受けられる。

年内は3棟の大型ビルが竣工する予定となっており、1棟は既に募集終了、残りの2棟については積極的なリーシン
グ活動が続けられている。テナントの流動性が高まってきていることを背景に、耐震性に優れた新築ビルに対するテ
ナント訴求力も高まっていることから、これらビルを筆頭にテナントの移転意欲が促進されることが期待される。

ただし、全般的に拠点集約・統合移転が依然として主流となっており、移転元ビルでの二次空室発生懸念は残って
いることから、本格的なマーケットの回復にはもう暫く時間を要するものと考えられる。

今期の平均募集賃料は、対前期比1.2％低下の12,850円／坪となった。

調査対象：主要 5 区 37 ゾーン

2010 年 9 月期 2010 年 12 月期 2011 年 3 月期 2011 年 6 月期 対前期比

平均募集賃料（円 / 坪） 13,460 13,180 13,010 12,850 −1.2%
空室率 7.5% 7.7% 7.6% 7.5% −0.1ポイント
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旧 S クラスビル・A クラスビルの空室率は 2011 年 12 月期まで掲載いたします。

東京

平均想定成約賃料：29,500円（−3.1%）  空室率：5.5％（+0.9ポイント）
今期のグレードAビルの空室率は、対前期比0.9ポイント上昇の5.5%となった。これは、1棟の新築ビルが空室を抱

えて竣工したことにもよる。今期初めの4月頃は、東日本大震災直後ということもありテナントは移転を本格的に検
討する状況になく動きはあまり見られなかった。しかし、震災の影響から落ち着きを取り戻した5月から6月にかけて、
テナントの移転の動きが次第に活発になってきた。こうした状況下、ようやく動き出したテナントを確保したいオー
ナーが、震災後の弱い地合いの中、金額・条件面で柔軟な対応をした結果、今期の平均想定成約賃料は対前期比    
3.1％低下の29,500円／坪となった。この結果、今期の新規需要は、新築ビルに限らず既存ビルでも空室消化が進ん
だため、多くのエリアでプラスとなり前期と比較して大きく伸張している。

今後半年程度は、2012年前半の大量の新規供給を目前にテナントとしては緊急に移転の決定をする必要がないこと
や、未だに集約縮小移転が主流であることから、需要の進展は小幅にとどまると考えられる。今後半年の新規供給面
積（約50,000坪）も考慮すれば、需給は僅かに緩むと予想される。よって、今後半年程度のスパンでの賃料は現行水
準と比べ僅かながら弱含みで推移していくものと思われる。一方、1年程度先を見通すと、2012年前半の大量の新規
供給により需給は相応に緩むことが想定されるため、1年後の賃料は半年後から若干ではあるがさらに弱含むと予想
される。しかし、その後は通常の新規供給レベルに戻ることや、震災の影響で従業員の安全確保や事業継続が可能な
グレードAビルへの選好が高まってきていることから、需給の改善が見込まれる。これを受け、2012年後半から賃料
は回復傾向を示すものと思われ、2012年末には現行水準を上回る可能性も十分見込まれる。

2010 年 9 月期 2010 年 12 月期 2011 年 3 月期 2011 年 6 月期 対前期比

平均想定成約賃料 共益費含む（円 / 坪） 31,100 30,650 30,450 29,500 –3.1%
空室率 5.1% 4.7% 4.6% 5.5% 0.9ポイント
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グレード A の定義（2011 年 6 月期：64 棟）

対象ビル ●主要5区（千代田区・中央区・港区・新宿区・渋谷区）を中心とするオフィス街として成熟度の高い地域、または将来性の高い地域に所在（注1）
●原則として、基準階350坪以上、貸付総面積6,500坪以上、延床面積10,000坪以上、築11年未満の全てを満たす（注2）

想定成約賃料 ●対象ビルのサンプル調査に基づく想定成約賃料（共益費含む、フリーレント等のインセンティブは考慮しない）

空室率 ●対象ビル全棟調査。データ定義は巻頭記載のとおり

　本オフィスマーケットレポートに関し、シービー・リチャードエリスでは、東京のプライムオフィスビルについて、これまでSクラスビル、Aクラス
ビルのカテゴリーでそれぞれの空室率を発表してまいりましたが、平均募集賃料は公表しておりませんでした。
　今般、賃料指標に関する強いお客様ニーズに対応するとともに、海外諸都市とのグローバルな比較が可能な基準にカテゴリーを衣替えし、東京グ
レードAとして空室率に加えて平均想定成約賃料（共益費含む）を発表していくことといたしました。

（注1）成熟度等により、主要5区外でも対象となるエリアがある一方、主要5区内でも対象にならないエリアがある（注2）エリアを代表するビルと認められる限り、上記の原則基準を満たさないビルが対象となる場合もある

2010 年 9 月期 2010 年 12 月期 2011 年 3 月期 2011 年 6 月期

S クラスビル    （29 棟） 4.8% 4.1% 3.7% 3.5%
A クラスビル（129 棟） 5.4% 4.9% 5.1% 5.4%
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横浜市

「空室率は 3 期連続低下、11.2％」
横浜市における2011年6月期の空室率は、対前期比0.5ポイント低下の11.2％となった。空室率は3期連続での低下

となり、2010年末から1.0ポイントの低下を示している。
ゾーン別に見ると、「横浜西口」ゾーンを除く他の4ゾーンで空室率は低下した。中でも「みなとみらい」ゾーンでは、

横浜市内からの大型移転需要を獲得することに成功し、対前期比－2.2ポイントもの大幅な空室率低下を見せた。
2009 ～ 2010年前半にかけて、同ゾーンでは合計約30,000坪もの供給が行われ、空室率は上昇・高止まりしていたが、
新規供給が一段落してから、これらの築浅ビルで徐々に空室消化が進んでいる。近年の一つの潮流として、同ゾーン
では拠点統合を伴うIT関連の製造業の集積が進んでおり、純粋な好況期における業容拡大の動きとは言い難いものの、
これら企業のニーズを満たす設備水準や規模を備えたビルの存在が空室率低下に寄与していると言える。加えて、東
日本大震災後に耐震性能に優れた築浅ビルの訴求力が増したことを背景に、築浅ビルを多く抱える同ゾーンの強みが
発揮されたことが空室消化を促進したと見られる。

賃料水準の動向としては、横浜市全体の空室率は依然として11％を超える高い水準であることに加えて、テナント
の動きはエリア内での動きが多く、移転元での二次空室発生の懸念が残ることから、全体としては今暫く弱含みの状
況が続くと考えられる。今後は再び大型の供給が控えており再度の需給緩和も懸念される中、横浜市マーケットの本
格的回復に向け、今年後半からと目される景気回復に伴う業容拡大や新規開設需要の増加、賃料調整の進展によるエ
リア外からの需要流入など、積極的なオフィス需要の高まりが期待される。

今期の平均募集賃料は、対前期比1.0％下落の10,090円／坪となった。

調査対象：横浜市 5 ゾーン

2010 年 9 月期 2010 年 12 月期 2011 年 3 月期 2011 年 6 月期 対前期比

平均募集賃料（円 / 坪） 10,340 10,230 10,190 10,090 −1.0%
空室率 12.6% 12.2% 11.7% 11.2% −0.5ポイント
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大阪市

「空室率は 0.1 ポイント上昇し 11.2％」
大阪市における2011年6月期の空室率は、対前期比0.1ポイント上昇し11.2％となった。 
今期は3棟の大型ビルが竣工し、新規供給面積は約25,000坪と、2011年に予定されている供給のほとんどが今期に

集中した。しかし大型供給を契機として拠点集約や自社ビル建て替えによる一時移転などの大型ニーズが顕在化し、
空室率の上昇は0.1ポイントにとどまった。

テナントの動きを見ると、依然としてコスト削減を目的とした館内減床や拠点の集約が目立つものの、一方で新設
や館内増床といった稼働床の拡大につながる動きが増加している。また東日本大震災の影響については、震災直後に
目立った外資系企業を中心とした短期賃借の動きは鎮静化しているが、今期は国内企業を含め、大阪拠点の機能拡大
や首都圏のバックアップ機能を新設する動きが一部で把握された。

ゾーン別に見ると22ゾーン中12ゾーンで空室率が低下し、8ゾーンで上昇を示した。
「梅田」や「堂島・中之島」、「新大阪」ゾーンでは好立地・築浅のビルが拠点集約の移転ニーズを吸引し、まとま

った空室が消化された。一方で「中津」、「南森町・東天満」ゾーンにおいては2010年末から2011年初頭にかけて集
約移転を行った企業の移転元ビルで二次空室が顕在化する事例が見られ空室が増加した。また「本町」ゾーンでは新
築ビルが空室を抱えたまま竣工したことが空室率を押し上げる一因となった。

来期以降、今期竣工の大型ビルに入居したテナントの移転元で空室が顕在化する可能性がある。足元の需要動向は
依然として減床や集約といったリストラ型の動きが多く、二次空室の顕在化が懸念されるが、一方で在阪テナントの
拡張の機運が徐々に高まってきていることや、震災後に各企業が全国的に拠点戦略の見直しを行う中で西日本の拠点
性が向上していることを勘案すると、大阪への需要流入・増加の動きが期待される側面もあり、空室消化が進む可能
性がある。

今期の平均募集賃料は、前期から横ばいの8,380円／坪となった。

調査対象：大阪 22 ゾーン（吹田市の一部を含む）

2010 年 9 月期 2010 年 12 月期 2011 年 3 月期 2011 年 6 月期 対前期比

平均募集賃料（円 / 坪） 8,450 8,370 8,380 8,380 0.0%
空室率 11.0% 11.5% 11.1% 11.2% 0.1ポイント
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大阪

空室率　Sクラスビル：15.3％（＋4.2ポイント）  Aクラスビル：10.4％（−0.7ポイント）
今期のＳクラスビルの空室率は対前期比4.2ポイント上昇の15.3％、Ａクラスビルは対前期比0.7ポイント低下の

10.4％となった。今期は3棟のS・Aクラスビルが竣工し、約23,000坪の供給増となったが、そのうち一部のビルが空
室を抱えて竣工したことによりＳクラスビルの空室率は大幅な上昇を示した。しかし、全体的に一般ビルからの拠点
集約ニーズや、館内増床によってまとまった空室の消化が進んでおり、S・Aクラスビルマーケットは拡大傾向にある。

S・Ａクラスビルの動向をゾーン別に見ると、「梅田」、「新大阪」、「堂島・中之島」ゾーンに所在するビルでの空室
消化が目立つ。「梅田」ゾーンにおいては、自社ビルの建て替えによる移転や同ゾーン内の分散した拠点を集約する
移転の動きが見られた。また「新大阪」ゾーンにおいてはゾーン外から複数拠点を集約させる事例、「堂島・中之島」
ゾーンにおいては館内増床のニーズを吸収して大きく空室を消化する事例などが確認された。全体として1フロア単
位のまとまった面積を複数階で確保でき、または駅へのアクセスに優れるビルが拠点集約のニーズを吸収している傾
向がある。

来期についてはＳ・Aクラスビルの新規供給は予定されていないが、今期および前期以前に竣工した新築ビルの二
次空室が今後徐々に顕在化する見通しである。一般ビルからの需要を吸引して空室が消化され、S・Aクラスマーケッ
トが拡大していく中長期トレンドに変化はないものと考えるが、一時的に空室が増加する可能性がある。

2010 年 9 月期 2010 年 12 月期 2011 年 3 月期 2011 年 6 月期 対前期比

S クラスビル 12.7% 14.2% 11.1% 15.3% 4.2ポイント
A クラスビル 12.2% 12.2% 11.1% 10.4% −0.7ポイント

S クラスビル・A クラスビル空室率
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■ 空室率
15.3%

10.4%

Sクラスビル
Aクラスビル

Ｓクラス・Ａクラスビル対象基準

Ｓクラスビル対象基準（15棟） Ａクラスビル対象基準（57棟）

地域 右記のなかでも特にオフィス立地として認知度の高い地域 大阪市中央区・北区・西区・淀川区を中心としたオフィス街として成
熟度の高い地域

駅からの距離 Ａクラスビル同様 改札口より徒歩5分圏内
延床面積 10,000 坪以上 概ね5,000坪以上
基準階面積 300 坪以上 200坪以上
竣工年 築11年未満 築21年未満

設備 Ａクラスビル以上 天井高：2.6ｍ以上、空調：1フロア以下で制御可能、
床配線：3WAYもしくはフリーアクセス採用、入退室時間：24時間可能

その他
Ａクラスビルの中で、原則として上記基準を満たすものを
Sクラスビルとするが、ビルのランドマーク性、機能性、
グレード等を総合的に勘案して選定

※Ａクラスビルには、Sクラスビルを含む

「S クラスビル」「A クラスビル」は上記の基準によりシービー・リチャードエリス㈱が独自で設定したビル群を指す。
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「空室率は 3 期連続改善、11.5％へ」
京都市における2011年6月期の空室率は対前期比0.2ポイント低下の11.5％となった。今期は小規模ビルが1棟供給

されたが、供給を上回る需要の増加が見られ、需給が改善した。
ゾーン別に見ると、「京都駅前」ゾーンでは、対前期比0.7ポイント低下の8.6％となった。前期に引き続きクリニッ

クの転入が見られた他、郊外からのテナント移転も複数把握されるなど、需要の流入が目立った。また、「四条烏丸」
ゾーンでは前期比0.1ポイント低下の12.2％となった。複数のビルで集約移転や館内減床跡の空室が顕在化したが、館
内増床やクリニック・保険代理店といった集客系テナント、貸会議室運営会社の新設等があったため、結果として空
室率は低下を示した。

ビル属性別の動きを見ると、依然として価格競争力のある中心部の築浅ビルを中心に空室消化が進んでおり、価格
や立地・スペックで優位性を発揮できない一部のビルについては、空室が長期化する傾向にある。また、新設や拡張
移転は継続的に把握されるようになったものの、館内減床や二次空室の発生は鎮静化しておらず、需要の早期確保を
目的とした、事業者による賃料調整も続いている。

また、テナントの動きについては、東日本大震災直後は移転検討を中断して様子見するケースが目立ったが、5月
以降は徐々に検討を再開する傾向にある。ただし、震災後に新たに移転を検討する事例は少なく、今期、空室消化を
進めた事例の大半は震災前に検討を進めていたものである。今後100坪を超えるまとまった面積帯の空室予定を抱え
るビルも複数把握される中、やや停滞感が残るマーケット下で来期以降も需給バランス改善のトレンドが継続してい
くか予断を許さない状況と言える。

今期の平均募集賃料は、対前期比1.8％下落の10,060円／坪となった。
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京都市
調査対象：京都市 2 ゾーン

2010 年 9 月期 2010 年 12 月期 2011 年 3 月期 2011 年 6 月期 対前期比

平均募集賃料（円 / 坪） 9,920 9,920 10,240 10,060 −1.8%
空室率 11.9% 11.8% 11.7% 11.5%  −0.2ポイント
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神戸市

「空室率は小幅に上昇し 14.7％に」
神戸市における2011年6月期の空室率は対前期比0.1ポイント上昇し14.7％となった。前期、空室率は2008年3月期

以来12期振りに低下に転じたが、今期は若干の需要の減退が見られ、小幅ではあるが再び上昇する結果となった。
需要動向は、比較的立地の良い中・大型ビルを中心に、新設や拡張など前向きな動きも散見されたが、全体的には

稼働床面積の伸び、流動性ともに鈍い状況にあり、依然としてコストに関するテナントの意識は厳しく、縮小や撤退、
集約など稼働床を減少させる動きが目立つ。一部では立地改善やビルスペックの向上を求める動きも見られたが、こ
れらも原則としてコストアップを伴わないことが前提となっている。

ゾーン別に見ると、「三宮」ゾーンの空室率は対前期比0.2ポイント上昇の14.4％、「元町」ゾーンでは対前期比0.2

ポイント上昇し13.5％となった。また、「神戸ハーバーランド」ゾーンでは、立地や設備の向上を求めてゾーン外の
工業団地から大型テナントが移転してきた結果、空室率は大幅に改善し、対前期比3.7ポイント低下の21.6％となった。

今期は東日本大震災の発生を受けて、大阪への集約移転の実施を取りやめたテナントもあり、空室率は前期からほ
ぼ横ばいで推移したが、全般的なテナントマインドとしてコスト優先志向が継続しているため、今後の神戸マーケッ
トにおける需要の伸長には今暫く時間を要すると考えられる。

今期の平均募集賃料は、対前期比2.9％上昇の9,580円／坪となった。

調査対象：神戸市 3 ゾーン

2010 年 9 月期 2010 年 12 月期 2011 年 3 月期 2011 年 6 月期 対前期比

平均募集賃料（円 / 坪） 10,190 9,510 9,310 9,580 2.9%
空室率 14.9% 15.2% 14.6% 14.7%  0.1ポイント
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名古屋市

「空室率は 4 期連続で低下、13.1％」
名古屋市における2011年6月期の空室率は対前期比0.2ポイント低下の13.1％となった。空室率は改善傾向にあり、

今期で4期連続となっている。空室率低下の主な要因としては、今期供給された新築ビルが満室で竣工した他、建替
えによる移転需要によってまとまった空室を消化したビルがあったことが挙げられる。

東日本大震災後、関東や東北地方の企業が名古屋のオフィスビルに移転するなどの直接的な動きはほとんどなかっ
たが、震災に対する意識の高まりから、新築や築浅ビルなどの耐震性の高いビルに対する引き合いは増加している。
テナントの動きとしては、引き続きコスト削減を前提としつつも、立地や設備水準の向上を図る移転が多く見られ、
好立地で築浅のビルへのテナント入居が進んでいる。一方で、テナントが退去したビルについては後継テナントが決
定せず、空室が顕在化するビルも数多く見られており、ビルによって稼働率が二極化する傾向にある。

ゾーン別に見ると、名古屋市9ゾーン中、空室率が低下したのは4ゾーン、上昇も4ゾーン、横ばいが1ゾーンであっ
た。主要4ゾーンの中では前期に続いて「名駅」、「伏見」の2ゾーンで空室率が低下した。このうち、空室率の低下幅
が大きかった「名駅」ゾーンは、対前期比1.0ポイント低下の10.7％となった。満室で竣工した新築ビルがあった他、
建替えに伴う移転需要によりまとまった空室を消化した大型ビルがあったことが空室率の低下につながった。「伏見」
ゾーンについては対前期比0.1ポイント低下の15.3％となった。新設や館内増床の他、設備水準の向上を目的としたテ
ナントの入居が見られたビルがあったが、集約移転により空室が発生したビルが散見されたため、空室率の低下は小
幅なものとなった。一方、「栄」ゾーンは対前期比0.2ポイント上昇の11.3％となった。館内増床や郊外からのテナン
ト入居により空室を消化したビルが見られたが、集約移転によってまとまった空室が発生したビルがあり、結果とし
て空室率は上昇した。「丸の内」ゾーンについては、テナントの退去によって空室が顕在化したビルが散見され、空
室率は16.6％と対前期比で0.3ポイント上昇した。

来期は1棟のオフィスビルが竣工予定であるが、規模が大きくないため、マーケットに与える影響は小さいと考え
られる。優良ビルを中心に空室消化が進む一方、二次空室が発生するビルが散見されており、今後これらのビルでい
かにテナント入居が進むかがマーケット改善のポイントになると考えられる。

今期の平均募集賃料は、対前期比0.4％下落の9,330円／坪となった。

調査対象：名古屋市 9 ゾーン

2010 年 9 月期 2010 年 12 月期 2011 年 3 月期 2011 年 6 月期 対前期比

平均募集賃料（円 / 坪） 9,510 9,530 9,370 9,330 −0.4%
空室率 13.9% 13.7% 13.3% 13.1% −0.2ポイント
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「A クラスビル」は上記の基準によりシービー・リチャードエリス㈱が独自で設定したビル群を指す。

名古屋

空室率　Aクラスビル：6.5％（−2.9ポイント）
名古屋市のＡクラスビルの空室率は対前期比で2.9ポイントと大幅に低下し、6.5％となった。空室率の低下は今期

で3期連続となっており、優良ビルにおける需給の改善が進んでいる。
今期は「名駅」ゾーンで新たに1棟のＡクラスビルが竣工し、調査対象棟数は27棟となった。空室率低下の要因と

しては、今期供給されたＡクラスビルが満室稼働で竣工したことの他、既存のＡクラスビルにおいて建替えによる移
転需要によりまとまった空室を消化したことが挙げられる。館内減少等によって空室が発生したビルも見られたが、
新設や館内増床の他、設備水準の向上を求めて築浅のＡクラスビルに入居する動きが見られ、今期についても全体と
して空室が減少したビルが増加したビルを棟数・面積ともに上回り、空室率は低下している。

年内においてはＡクラスビルの新規供給予定は無く、今後の供給は2012年となる見通しである。空室率については
改善傾向が続いているが、二次空室の発生が予定されるビルもあり、これらのビルがテナント需要をどこまで吸引で
きるかがオフィス需要の力強さを示す指標になると考えられる。

2010 年 9 月期 2010 年 12 月期 2011 年 3 月期 2011 年 6 月期 対前期比

A クラスビル 10.2% 9.7% 9.4% 6.5% −2.9ポイント
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■ 空室率

6.5%

Aクラスビル

Ａクラスビル対象基準

Ａクラスビル対象基準（27棟）

地域 オフィスマーケットレポートの調査対象である名古屋主要4ゾーン（名駅、栄、伏見、丸の内）を中心としてオフィス街として成熟度の高い地域

延床面積 概ね 5,000 坪以上

竣工年 築 21 年未満

設備 空調：1フロア以下で制御可能、 床配線：3WAYもしくはフリーアクセス採用、 入退室時間：24時間可能
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札幌市

「空室率は再び上昇　11.3％」
札幌市の2011年6月期における空室率は、対前期比0.8ポイント上昇の11.3％となった。前期は2008年3月期以来12

期振りの空室率低下を示したが、今期は再び上昇する結果となった。前期は札幌駅前通地下歩行空間の開通（2011年
3月）により、大通り沿いを中心に需要を吸引する動きが見られたが、今期はそれらの動きも一巡し、落ち着いた状
況となっている。

ゾーン別に見ると、空室率は札幌市の主要4ゾーン中2ゾーンで上昇を示し、「札幌中心部」ゾーンで対前期比1.3ポ
イント上昇の10.7％、「札幌駅北口」ゾーンでは対前期比1.1ポイント上昇の7.2％となった。今期は、一部に内部増床
や分室の確保など需要拡大に寄与する動きも散見されたものの、建設工事に伴う工事事務所や期間限定のコールセン
ター等の退去による100坪以上のまとまった面積の空室が複数顕在化したこと、依然としてコスト削減を目的とする
隣接ゾーンへのテナント移転や館内縮小も見られたことから空室面積は増加に転じている。一方、「創成川東」ゾー
ンでは対前期比0.1ポイント低下の12.9％、「西11丁目」ゾーンでは対前期比0.4ポイント低下の13.6％と微減ながら空
室率低下を示している。両ゾーンともに、既存テナントが需要拡大の動きを示しているわけではなく、「札幌中心部」
ゾーン等から賃貸条件に柔軟な姿勢を見せた物件で大型需要の吸引に成功した事例が複数見られたことが、空室率上
昇を抑えた要因と言える。全体的に見ると依然としてコスト削減意識が高いテナントが多数を占める状況が続いてい
ると考えられる。

また、東日本大震災により各企業の耐震性など防災に対する意識が強まっているが、札幌市内では直接的な被害が
少なかったこともあり、現時点（6月時点）では具体的な動きはあまり多く見受けられない。しかし、全国的にオフ
ィスの選定基準として安全性を今まで以上に重視する傾向にあることは間違いなく、今後の新規供給（2011年秋「日
通札幌ビル」、2012年春「札幌北ビル」）と安全性への意識の高まりによる需要喚起が期待されるところである。

今期の平均募集賃料は、対前期比1.1％上昇の7,640円／坪となった。

調査対象：札幌市 6 ゾーン

2010 年 9 月期 2010 年 12 月期 2011 年 3 月期 2011 年 6 月期 対前期比

平均募集賃料（円 / 坪） 7,640 7,570 7,560 7,640 1.1%
空室率 11.2% 11.4% 10.5% 11.3%  0.8ポイント
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仙台市

「空室率は 3 期連続低下、14.6％」
2011年6月期における仙台市中心部の空室率は14.6％（対前期比－4.4ポイント）、2010年12月期の19.8％からは5.2

ポイントの低下となった。
今期は全てのゾーンで空室率は低下している。「青葉通り・広瀬通り」ゾーンを見ると、前期は2010年12月時点の

16.3％から横ばいであったが、今期は13.0％（対前期比－3.3ポイント）となり、低下に転じた。「南町通り・五橋」
ゾーンも18.7％（対前期比－5.6ポイント）となり、2010年12月時点の28.1％から9.4ポイントの大幅低下となった。
これは、今年に入り大型ビルの空室消化が急速に進んでいることを表している。また、「勾当台」ゾーンは11.7％（対
前期比－2.9ポイント）、「仙台駅東口」ゾーンは15.9％（対前期比－8.0ポイント）といずれも低下し、中でも「仙台
駅東口」ゾーンの変動が大きく、特に免震ビルに需要が集中する傾向が見られた。

今回の空室率改善の要因として主に挙げられるのは、被災による仙台市東部のゾーン外からの移転や耐震性に対す
る不安解消を目的とした移転による空室の減少、被災に伴う一時的な募集停止等による空室の潜在化が考えられる。
しかし、一旦は大きく改善された空室率も、今期移転したテナントの従前入居ビルでの空室顕在化や被災ビルの修復・
改修工事の進捗に伴うテナントの再募集の増加等によって再び上昇に転ずることも予想される。

直近では築浅ビルを中心に一部のビルで稼働率が改善傾向にあり、それらのビルでは新規賃料上昇の兆しも見受け
られる。ただし、この傾向については震災による緊急避難的な移転が落ち着きつつある中、今後の復興を見据えた新
たな需要創出の多寡によって大きく変化する可能性もあると考えられる。

また、二次空室の予定されているビルや現在もテナント誘致に時間を要しているビルでは、賃貸条件の緩和のみな
らず、震災対策・震災時の対応等に関する取り組み自体がテナントの入居判断基準の一つになることも考えられる。

今期の平均募集賃料は、対前期比0.2％上昇の8,650円／坪となった。

調査対象：仙台市 4 ゾーン

2010 年 9 月期 2010 年 12 月期 2011 年 3 月期 2011 年 6 月期 対前期比

平均募集賃料（円 / 坪） 8,720 8,590 8,630 8,650 0.2%
空室率 20.6% 19.8% 19.0% 14.6% −4.4ポイント
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金沢市

「空室率は 5 期連続で低下、21.7％」
金沢市における2011年6月期の空室率は対前期比0.3ポイント低下の21.7％となった。空室率は改善が続いており、

今期で5期連続の低下となる。前期に続いて新設の動きが散見される他、中心部の賃料水準が割安になったことにより、
郊外から移転するテナントが見られた。しかし、こうした稼働床面積の増加につながる動きは前期と比較してやや鎮
静化しており、一方でテナントの退去によって空室が顕在化したビルが散見されたことから、空室率の改善は小幅な
ものとなっている。

ゾーン別に見ると、空室率の低下が最も大きかったのは「西念・鞍月」ゾーンであり、対前期比2.1ポイント低下
の23.1％となった。小規模ではあるが新設によって空室を消化したビルがあったことが空室率低下の要因となってい
る。「金沢駅周辺」ゾーンについては集約移転により空室が発生したビルが見られたが、新設や郊外からのテナント
流入が散見され、空室率は対前期比0.2ポイント低下の16.5％となった。「南町」ゾーンは対前期比0.3ポイント低下の
37.1％となった。テナントの退去によって空室が顕在化したビルが見られる一方で、グループ企業の集約により空室
を消化したビルがあったことが空室率の低下につながった。

金沢市の空室率は依然として高い水準にあるが、新規供給が抑制される中で低下傾向を示している。新設や郊外か
らの移転が空室率低下の主要因となっており、こうした需要流入が継続するかどうか、今後の動向が注目される。

今期の平均募集賃料は、対前期比1.1％下落の7,260円／坪となった。

調査対象：金沢市 5 ゾーン

2010 年 9 月期 2010 年 12 月期 2011 年 3 月期 2011 年 6 月期 対前期比

平均募集賃料（円 / 坪） 7,530 7,540 7,340 7,260 −1.1%
空室率 24.2% 23.7% 22.0% 21.7% −0.3ポイント
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広島市

「空室率は 2 期連続低下、13.3％」
広島市における2011年6月期の空室率は、対前期比0.4ポイント低下の13.3％となった。空室率が2期連続で低下す

るのは2010年6月期以来4期振りである。　
今期は、新築ビルへの移転元ビルにおいて二次空室が複数顕在化したものの、新設や拡張移転といった稼働床面積

を拡大させる動きが随所で確認され、空室率は低下を示した。
ゾーン別に見ると、8ゾーン中5ゾーンで空室率は低下、2ゾーンで上昇、1ゾーンで横ばいを示した。空室率が低下

したゾーンのうち低下幅が最も大きかった「大手町」ゾーンでは、郊外からの集約を含めた拡張需要を確保したビル
の影響で、対前期比2.7ポイント低下の20.8％となった。一方、空室率が上昇したゾーンのうち「広島駅南」ゾーンで
は館内縮小による空室顕在化が複数ビルで把握され、空室率は対前期比0.7ポイント上昇の11.7％を示した。

2010年以降、需要の量・流動性ともに回復傾向が継続しており、テナントの志向は立地やスペック等商品性に優れ
かつ賃料の割安なビルに限定されてはいるものの、新設や拡張移転が継続的に把握され、今期の空室消化にもつなが
っている。また、東日本大震災直後に、一部で移転の検討を見送っていたテナントが見られたが、時間の経過ととも
に徐々に移転検討を再開する動きが見られるようになっている。ただし、震災前と比較して足元では新たな移転ニー
ズの伸びはやや鈍い状況である。

今後は、2011年秋に予定されていた大型ビルの竣工時期が2012年に延期されたことで、年内において急激な需給
ギャップ拡大は想定されにくいが、足元のテナントの動きにやや鈍さが感じられることや100坪超のまとまった面積
帯の空室発生が複数予定されていることを勘案すると、今後の需給バランスの継続的な改善については慎重な見方が
求められる。

今期の平均募集賃料は、対前期比0.7％下落の8,880円／坪となった。

調査対象：広島市 8 ゾーン

2010 年 9 月期 2010 年 12 月期 2011 年 3 月期 2011 年 6 月期 対前期比

平均募集賃料（円 / 坪） 8,990 9,010 8,940 8,880 −0.7%
空室率 14.6% 14.6% 13.7% 13.3% −0.4ポイント
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高松市

「空室率は再び上昇し 20.3％へ」
2011年6月期における高松市の空室率は、対前期比0.6ポイント上昇の20.3％となった。前期まで2期連続で空室率

は低下を示していたが、今期は新規供給が無かったものの既存ビルからの空室発生が増加し、再び上昇することとな
った。

今期の高松市の需要トレンド自体に前期からの大きな変化は見られない。依然として撤退・縮小と新設・拡張の動
きが混在する一進一退のマーケットであるが、中には設備水準の向上を求め移転する動きも確認されるようになって
いる。しかし、今期は大手企業グループがゾーン外の自社ビルに集約移転したことで複数のビルにおいて空室が顕在
化し、空室率の上昇に大きく影響を与えた。

ゾーン別に見ると、「寿町」ゾーンでは、上述の集約移転の影響から空室率は対前期比1.8ポイントと大幅に上昇し
18.3％となった。一方、「番町・中新町」ゾーンでは撤退、縮小や郊外への集約など稼働床面積を減少させる動きは
あったものの、築浅ビルを中心に新設・拡張需要を吸引したことから、空室率は前期から横ばいで推移した。

来期以降も特に需要を喚起する要因は見当たらず、老朽化したビルやスペック・立地の劣るビルで空室が長期化す
る傾向にあることは懸念されるが、市外からの企業転入や新設などの引き合いが顕在化しており、引き続きマーケッ
トの回復に期待したい。

今期の平均募集賃料は、対前期比1.9％下落の8,090円／坪となった。

調査対象：高松市 2 ゾーン

2010 年 9 月期 2010 年 12 月期 2011 年 3 月期 2011 年 6 月期 対前期比

平均募集賃料（円 / 坪） 8,270 8,260 8,250 8,090 −1.9%
空室率 20.8% 20.0% 19.7% 20.3% 0.6ポイント
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福岡市

「空室率は 3 期連続低下、13.3％」
福岡市の2011年6月期における空室率は対前期比0.2ポイント低下の13.3％となった。需要の増加傾向が続いており、

空室率は3期連続での低下となった。
今期は、拡張移転や新設の他、郊外や賃貸オフィスビル以外のビルからまとまった面積帯の需要を確保したビルが

散見された。また、件数は限定されるものの、東京の機能分散やバックアップを目的として、既存の福岡拠点の増床
や新設を行うなどの震災関連需要も一部顕在化しており、空室率改善の一因となった。

テナントの動きとしては、コストを重視する傾向に変化はなく、割安感のある優良ビルを中心に需要が流入してい
る。中でも設備スペックの高い築浅のビルの空室消化が進行し、それらのビルを中心に需要の流動性は向上しつつあ
るが、一方で、老朽化したビルや賃料が高止まりしているビルでは需要の流動性が低く空室消化も進まず、稼働率は
二極化傾向にある。

ゾーン別に見ると、7ゾーン中5ゾーンで空室率は改善、2ゾーンで上昇を示した。そのうち、対前期比4.3ポイント
もの大幅な低下を見せた「ももち」ゾーンについては、まとまった面積の貸止め等が空室率低下の要因となった。また、
対前期比0.9ポイントの上昇を示した「博多駅前」ゾーンについては、拠点集約や館内増床により空室消化を進める
ビルがある一方で、自社ビルや郊外への集約移転に伴って100坪以上のまとまった面積帯の空室が顕在化し、空室発
生面積が空室消化面積を上回ったため、結果として空室率上昇に至った。

築浅優良ビルを中心に需要の流動性が高まる中、2011年は新規供給が限定されており、特に1フロアで200坪以上
を確保できる築浅ビルの希少性は高まっている。テナントニーズに合致する受け皿が限定されていく中で需要が潜在
化し、今後、需給改善のスピードが鈍化する可能性も考えられる。

今期の平均募集賃料は、対前期比0.3％上昇の8,960円／坪となった。

調査対象：福岡市 7 ゾーン

2010 年 9 月期 2010 年 12 月期 2011 年 3 月期 2011 年 6 月期 対前期比

平均募集賃料（円 / 坪） 9,020 8,970 8,930 8,960 0.3%
空室率 14.3% 14.2% 13.5% 13.3% −0.2ポイント
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No. 地区 ゾーン名称
空室率 平均募集賃料（円 /坪）

2010年9月期 2010年12月期 2011年3月期 2011年6月期 2010年9月期 2010年12月期 2011年3月期 2011年6月期

1 東京23区（5区） 丸の内・大手町・有楽町 3.6% 4.0% 4.5% 3.7% 24,560 25,460 24,200 24,770
2 東京23区（5区） 内幸町・霞が関・永田町 5.3% 6.6% 5.2% 5.0% 18,860 19,010 19,010 17,930
3 東京23区（5区） 麹町・平河町・紀尾井町 12.4% 12.4% 14.6% 13.7% 14,680 14,370 14,040 13,470
4 東京23区（5区） 番町 8.9% 9.5% 9.5% 9.5% 13,710 13,490 13,080 13,190
5 東京23区（5区） 飯田橋・九段・富士見 8.9% 9.2% 8.1% 7.7% 12,310 12,140 12,060 12,030
6 東京23区（5区） 神田神保町・神田小川町 6.7% 7.2% 7.8% 7.3% 12,390 12,380 12,290 12,150
7 東京23区（5区） 内神田・神田須田町 8.6% 8.7% 8.5% 8.1% 11,940 11,740 11,510 11,430
8 東京23区（5区） 岩本町・東神田・外神田 7.2% 7.4% 7.2% 6.5% 11,070 10,860 10,750 10,810
9 東京23区（5区） 日本橋・八重洲・京橋 6.9% 6.7% 6.3% 6.6% 15,970 15,720 15,830 15,320

10 東京23区（5区） 室町・本町 7.1% 6.5% 7.0% 6.4% 12,870 12,850 12,300 12,110
11 東京23区（5区） 茅場町・八丁堀・新川 8.7% 10.0% 9.0% 9.1% 11,040 10,690 10,710 10,330
12 東京23区（5区） 堀留町・東日本橋 7.8% 7.6% 7.4% 8.0% 9,690 9,570 9,710 9,510
13 東京23区（5区） 人形町・蛎殻町 5.7% 6.1% 6.1% 5.7% 10,120 10,140 9,930 9,870
14 東京23区（5区） 銀座 8.4% 8.4% 7.7% 7.5% 17,830 17,390 17,080 16,970
15 東京23区（5区） 新富町・明石町・築地 7.9% 7.9% 9.0% 7.7% 11,060 10,700 10,680 10,530
16 東京23区（5区） 月島・勝どき・晴海 6.8% 7.1% 7.7% 8.2% 11,060 ★11,380 ★11,380 ★11,380
17 東京23区（5区） 新橋 7.3% 7.2% 6.6% 7.7% 14,070 13,670 13,530 13,410
18 東京23区（5区） 虎ノ門 10.5% 9.9% 9.0% 9.1% 14,920 14,790 14,240 14,160
19 東京23区（5区） 浜松町・芝公園 11.5% 14.5% 15.5% 12.0% 12,490 12,260 12,150 12,030
20 東京23区（5区） 芝浦・海岸 5.5% 6.6% 6.7% 5.2% 11,210 10,830 10,840 10,650
21 東京23区（5区） 芝・三田 7.7% 7.1% 8.2% 8.3% 11,910 11,650 11,660 11,390
22 東京23区（5区） 品川駅東口 4.6% 5.0% 4.1% 4.5% 13,400 13,400 ★12,000 ★14,330
23 東京23区（5区） 赤坂 6.1% 6.4% 6.0% 6.4% 14,960 14,840 14,560 14,240
24 東京23区（5区） 青山 7.7% 7.3% 7.3% 8.2% 19,760 19,140 18,320 18,300
25 東京23区（5区） 六本木・麻布 9.6% 10.3% 9.2% 8.8% 14,140 13,950 14,140 14,030
26 東京23区（5区） 白金・高輪 6.1% 6.1% 6.5% 6.4% 12,720 12,730 12,420 11,990
27 東京23区（5区） 西新宿 9.4% 9.3% 7.7% 9.2% 14,560 14,470 14,240 14,130
28 東京23区（5区） 新宿 10.2% 10.4% 10.5% 10.2% 12,990 12,880 12,830 12,570
29 東京23区（5区） 四谷・信濃町 8.4% 9.8% 12.9% 13.5% 11,890 11,730 11,280 11,620
30 東京23区（5区） 市谷・神楽坂 8.8% 10.4% 10.8% 10.3% 12,180 11,990 12,010 11,770
31 東京23区（5区） 大久保 12.9% 7.6% 6.6% 6.9% 10,200 9,570 9,180 9,230
32 東京23区（5区） 高田馬場 6.6% 7.2% 7.4% 7.3% 12,410 11,880 11,370 11,070
33 東京23区（5区） 渋谷 7.6% 6.9% 6.5% 8.0% 17,210 16,490 15,860 16,060
34 東京23区（5区） 神南・宇田川町・道玄坂 8.3% 8.4% 8.6% 8.0% 17,250 17,250 16,530 16,310
35 東京23区（5区） 千駄ヶ谷・神宮前 6.1% 5.8% 5.7% 6.6% 16,640 15,290 14,930 14,920
36 東京23区（5区） 代々木 7.2% 4.6% 3.5% 3.9% 15,880 15,030 15,070 14,930
37 東京23区（5区） 恵比寿・広尾 5.9% 6.9% 6.6% 5.7% 15,660 15,660 15,800 15,370
38 東京23区 中野 5.9% 5.2% 8.2% 6.1% 11,670 11,550 11,060 10,800
39 東京23区 池袋東口 5.6% 4.4% 4.7% 4.6% 12,400 12,370 12,220 12,120
40 東京23区 池袋西口 6.3% 6.3% 7.3% 7.6% 12,210 12,070 12,100 12,400
41 東京23区 大塚 5.7% 5.7% 6.4% 6.8% 9,430 9,230 9,060 9,010
42 東京23区 後楽・春日・小石川 9.8% 9.8% 13.0% 10.5% 12,360 11,860 11,730 11,910
43 東京23区 本郷・湯島 8.6% 9.3% 9.7% 9.5% 10,370 10,400 10,300 10,330
44 東京23区 上野・御徒町 10.6% 10.2% 9.5% 8.8% 10,340 10,090 10,130 10,150
45 東京23区 浅草・浅草橋 5.1% 5.1% 5.4% 6.4% 8,970 8,760 8,730 8,660
46 東京23区 錦糸町 4.5% 3.6% 3.1% 2.5% 10,850 11,340 11,680 10,440
47 東京23区 東陽町 3.7% 5.1% 3.7% 3.5% 9,920 9,560 9,290 9,490
48 東京23区 臨海 13.2% 14.7% 25.4% 26.5% — —- — —
49 東京23区 東品川 6.4% 5.9% 5.7% 8.0% ★11,670 ★11,670 ★11,670 ★12,000

No. 都市名
空室率 平均募集賃料（円 /坪）

2010年9月期 2010年12月期 2011年3月期 2011年6月期 2010年9月期 2010年12月期 2011年3月期 2011年6月期

1 東京23区 7.5% 7.6% 7.7% 7.6% 12,930 12,670 12,530 12,410
2 主要5区 7.5% 7.7% 7.6% 7.5% 13,460 13,180 13,010 12,850
3 横浜市 12.6% 12.2% 11.7% 11.2% 10,340 10,230 10,190 10,090
4 大阪市 11.0% 11.5% 11.1% 11.2% 8,450 8,370 8,380 8,380
5 京都市 11.9% 11.8% 11.7% 11.5% 9,920 9,920 10,240 10,060
6 神戸市 14.9% 15.2% 14.6% 14.7% 10,190 9,510 9,310 9,580
7 名古屋市 13.9% 13.7% 13.3% 13.1% 9,510 9,530 9,370 9,330
8 札幌市 11.2% 11.4% 10.5% 11.3% 7,640 7,570 7,560 7,640
9 仙台市 20.6% 19.8% 19.0% 14.6% 8,720 8,590 8,630 8,650

10 金沢市 24.2% 23.7% 22.0% 21.7% 7,530 7,540 7,340 7,260
11 広島市 14.6% 14.6% 13.7% 13.3% 8,990 9,010 8,940 8,880
12 高松市 20.8% 20.0% 19.7% 20.3% 8,270 8,260 8,250 8,090
13 福岡市 14.3% 14.2% 13.5% 13.3% 9,020 8,970 8,930 8,960

全国空室率・平均募集賃料  一覧

都市

ゾーン
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No. 地区 ゾーン名称
空室率 平均募集賃料（円 /坪）

2010年9月期 2010年12月期 2011年3月期 2011年6月期 2010年9月期 2010年12月期 2011年3月期 2011年6月期

50 東京23区 大崎・北品川 4.9% 4.4% 9.9% 10.7% 12,500 13,120 14,210 14,090
51 東京23区 五反田 10.1% 10.3% 10.3% 9.1% 11,430 11,330 11,460 11,300
52 東京23区 目黒 11.6% 12.4% 11.2% 15.7% 13,310 13,190 13,970 13,730
53 東京23区 大森 8.9% 7.9% 6.7% 8.0% 10,200 9,830 9,690 9,550
54 東京23区 蒲田 10.3% 11.7% 12.0% 8.6% 9,150 9,400 9,410 8,990
55 首都圏 吉祥寺 6.5% 6.8% 5.9% 6.4% 16,040 15,870 16,550 14,860
56 首都圏 立川 10.8% 10.2% 9.3% 9.6% 10,780 10,960 10,550 10,850
57 首都圏 八王子 13.4% 14.6% 15.0% 15.4% 8,870 8,880 9,030 9,950
58 首都圏 大宮東口 10.8% 10.8% 9.8% 10.6% 10,550 10,320 10,150 10,200
59 首都圏 大宮西口 7.0% 8.2% 7.8% 7.3% 12,340 12,280 12,150 11,860
60 首都圏 浦和 11.0% 10.5% 10.1% 9.9% 9,580 9,680 9,320 9,110
61 首都圏 柏 11.3% 10.3% 10.1% 10.0% 10,240 10,270 9,810 9,520
62 首都圏 千葉 15.9% 15.7% 15.0% 15.2% 8,460 8,420 8,640 8,460
63 首都圏 船橋 10.8% 9.4% 9.2% 8.9% 9,530 10,620 10,150 10,470
64 首都圏 川崎 6.5% 6.5% 6.0% 5.6% 10,260 10,030 10,000 9,140
65 横浜市 横浜西口 8.2% 9.0% 8.9% 9.1% 11,310 11,270 11,130 11,020
66 横浜市 横浜東口 13.2% 11.3% 10.7% 10.5% 10,480 10,040 10,220 10,190
67 横浜市 みなとみらい 15.3% 14.3% 13.7% 11.5% — —- ★17,000 —-
68 横浜市 関内・山下町 11.9% 11.6% 10.8% 10.6% 9,780 9,590 9,660 9,630
69 横浜市 新横浜 15.2% 14.8% 14.1% 13.9% 9,640 9,770 9,640 9,670
70 首都圏 厚木 19.2% 19.7% 20.9% 20.4% 8,710 8,690 8,670 8,650
71 首都圏 水戸北口 23.3% 22.0% 22.2% 18.9% 8,720 8,760 8,510 8,890
72 首都圏 水戸南口 27.9% 24.0% 22.7% 21.3% 9,050 8,440 8,250 8,670
73 首都圏 宇都宮東口 15.1% 12.3% 12.4% 7.4% 8,240 8,210 8,240 8,250
74 首都圏 宇都宮西口 16.2% 16.4% 14.7% 12.8% 8,100 8,030 8,030 8,030
75 首都圏 前橋 34.2% 35.0% 34.6% 34.0% ★ 8,000 ★ 8,000 ★ 9,270 ★ 9,270
76 首都圏 高崎東口 17.7% 17.2% 15.0% 15.4% 8,950 9,040 8,750 8,750
77 首都圏 高崎西口 15.4% 14.5% 17.5% 16.6% 9,580 9,580 9,580 9,580
78 大阪市 淀屋橋 6.6% 8.0% 8.2% 7.6% 9,470 9,640 9,550 9,720
79 大阪市 北浜 9.5% 9.8% 9.5% 11.2% 7,740 7,540 7,630 7,350
80 大阪市 本町 11.2% 12.0% 12.0% 14.4% 8,230 8,300 8,160 7,910
81 大阪市 堺筋本町 15.6% 16.4% 15.3% 15.3% 7,630 7,330 7,670 7,720
82 大阪市 天満橋 8.6% 8.2% 8.1% 9.9% 7,230 7,230 7,480 7,390
83 大阪市 谷町四丁目 12.7% 13.3% 13.8% 13.5% 7,200 7,120 6,900 6,810
84 大阪市 ＯＢＰ 3.3% 2.8% 2.2% 1.8% — —- —- —-
85 大阪市 心斎橋 12.4% 12.1% 11.9% 11.7% 10,310 9,930 9,700 10,100
86 大阪市 長堀橋 13.0% 14.0% 14.2% 15.1% 8,010 7,730 7,610 7,670
87 大阪市 難波 16.6% 15.7% 14.9% 12.6% 9,170 10,190 10,080 10,170
88 大阪市 肥後橋 14.0% 14.7% 13.4% 13.3% 8,230 8,360 8,230 8,100
89 大阪市 西本町 11.2% 11.4% 11.3% 11.9% 6,810 6,870 6,950 7,180
90 大阪市 四ツ橋 12.6% 13.0% 12.1% 11.7% 7,570 7,730 7,640 7,420
91 大阪市 梅田 11.8% 12.2% 10.7% 9.6% 11,720 11,860 12,260 12,080
92 大阪市 堂島・中之島 7.7% 8.4% 8.9% 7.5% 12,770 12,680 13,160 13,050
93 大阪市 西天満 10.6% 10.5% 11.1% 11.1% 8,420 8,380 8,620 8,610
94 大阪市 南森町・東天満 9.8% 9.8% 9.9% 11.1% 6,980 6,980 6,870 6,860
95 大阪市 中津 10.1% 10.6% 10.4% 12.6% 8,510 8,670 8,960 9,260
96 大阪市 福島 7.8% 9.0% 9.6% 9.0% 7,650 7,500 7,900 7,950
97 大阪市 新大阪 11.5% 12.4% 12.4% 11.6% 7,850 7,520 7,580 7,560
98 大阪市 天王寺・阿倍野 8.9% 8.7% 7.5% 8.4% 11,260 10,190 8,640 10,660
99 大阪市※ 江坂 14.2% 14.6% 14.4% 14.3% 7,370 7,430 7,460 7,360

100 近畿圏 堺 13.3% 13.9% 14.7% 13.5% 8,160 7,910 8,280 7,940
101 近畿圏 奈良 15.7% 15.7% 16.0% 15.3% 9,350 8,790 8,770 9,020
102 近畿圏 和歌山 19.0% 18.8% 17.8% 18.4% 6,960 6,850 6,860 7,030
103 近畿圏 大津 12.7% 12.9% 10.9% 11.3% 9,060 9,810 10,010 9,000
104 京都市 京都駅前 12.1% 9.5% 9.3% 8.6% 11,300 11,460 11,280 11,270
105 京都市 四条烏丸 11.9% 12.3% 12.3% 12.2% 9,700 9,660 10,060 9,850
106 神戸市 三宮 14.5% 14.8% 14.2% 14.4% 10,460 9,510 9,330 9,540
107 神戸市 元町 13.2% 13.1% 13.3% 13.5% 9,510 9,540 9,260 9,680
108 神戸市 神戸ハーバーランド 25.4% 26.8% 25.3% 21.6% —-- —- —- —-
109 名古屋市 名駅 12.8% 12.6% 11.7% 10.7% 10,790 10,620 10,540 10,610
110 名古屋市 名駅西 12.2% 10.5% 10.4% 10.4% 9,250 9,090 9,000 8,970
111 名古屋市 伏見 16.0% 15.6% 15.4% 15.3% 9,270 9,420 9,160 8,980
112 名古屋市 栄 11.4% 10.9% 11.1% 11.3% 10,370 10,490 10,240 10,050
113 名古屋市 丸の内 15.2% 16.3% 16.3% 16.6% 8,770 8,740 8,710 8,770
114 名古屋市 泉・高岳 18.3% 18.2% 17.5% 16.4% 8,020 8,270 8,380 8,380
115 名古屋市 新栄 24.7% 24.6% 21.2% 21.4% 7,490 7,600 7,650 7,690
116 名古屋市 金山 8.4% 8.9% 10.0% 9.3% 9,760 9,650 9,610 9,490

ゾーン

全国空室率・平均募集賃料  一覧

※江坂ゾーン（吹田市）は大阪市集計に含む。
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No. 地区 ゾーン名称
空室率 平均募集賃料（円 /坪）

2010年9月期 2010年12月期 2011年3月期 2011年6月期 2010年9月期 2010年12月期 2011年3月期 2011年6月期

117 名古屋市 千種 12.3% 13.3% 12.6% 14.0% 7,800 7,830 7,760 7,590
118 中部圏 岐阜 16.0% 15.7% 14.8% 14.9% 7,500 7,410 7,650 7,920
119 中部圏 津 17.2% 16.6% 16.4% 17.7% 8,750 8,670 8,670 9,030
120 中部圏 四日市 20.2% 20.6% 21.2% 20.3% 8,190 8,040 8,050 7,460
121 中部圏 静岡駅前・伝馬町 16.0% 16.2% 14.9% 15.0% 9,370 9,340 9,230 9,140
122 中部圏 追手町・常磐 12.2% 12.5% 12.4% 11.2% 8,670 8,780 8,750 8,550
123 中部圏 静岡駅南 9.8% 9.3% 8.6% 8.7% 9,150 9,150 8,540 8,990
124 中部圏 浜松 13.9% 13.8% 13.7% 13.5% 7,630 7,950 7,720 7,640
125 札幌市 札幌中心部 11.1% 10.4% 9.4% 10.7% 8,800 8,640 8,730 8,870
126 札幌市 西１１丁目 14.0% 15.7% 14.0% 13.6% 6,280 6,270 6,330 6,230
127 札幌市 創成川東 11.8% 13.7% 13.0% 12.9% 6,670 6,580 6,520 6,600
128 札幌市 札幌駅北口 6.0% 6.4% 6.1% 7.2% 8,360 8,540 8,440 8,540
129 札幌市 白石 9.3% 12.4% 13.9% 13.4% ★ 5,730 ★ 5,370 5,140 5,140
130 札幌市 琴似 22.9% 25.8% 25.5% 26.5% 5,950 ★ 5,560 5,640 5,870
131 北海道 函館 20.9% 20.0% 18.2% 21.7% 6,840 6,620 6,570 6,450
132 北海道 旭川 23.4% 26.8% 24.9% 23.9% 6,230 6,140 6,140 6,070
133 仙台市 青葉通り・広瀬通り 17.8% 16.3% 16.3% 13.0% 9,130 8,920 8,960 8,930
134 仙台市 南町通り・五橋 26.5% 28.1% 24.3% 18.7% 8,360 8,350 8,200 8,410
135 仙台市 勾当台 17.3% 15.9% 14.6% 11.7% 7,570 7,690 8,060 7,910
136 仙台市 仙台駅東口 24.0% 22.8% 23.9% 15.9% 9,380 8,860 8,750 8,930
137 東北 青森 19.3% 20.1% 20.9% 22.4% 6,580 6,530 6,180 6,370
138 東北 盛岡 15.9% 16.8% 16.8% 15.2% 7,610 7,620 7,620 7,700
139 東北 秋田 16.0% 16.3% 17.0% 18.9% 6,990 7,040 6,760 6,740
140 東北 山形 20.1% 20.6% 22.3% 20.3% 7,920 8,110 7,920 7,920
141 東北 郡山 12.4% 13.1% 12.1% 7.2% 7,910 7,530 7,720 8,030
142 金沢市 香林坊 12.8% 14.4% 12.9% 13.1% 8,250 8,210 7,380 7,470
143 金沢市 南町 37.4% 38.1% 37.4% 37.1% 7,520 7,520 7,220 7,220
144 金沢市 武蔵ヶ辻 23.4% 23.5% 18.2% 18.5% 7,480 7,070 7,070 6,050
145 金沢市 金沢駅周辺 20.1% 18.7% 16.7% 16.5% 7,580 7,720 7,690 7,690
146 金沢市 西念・鞍月 25.5% 24.2% 25.2% 23.1% 6,980 6,980 7,040 7,040
147 北陸 富山 17.4% 17.5% 17.9% 16.5% 7,800 7,800 7,740 7,740
148 北陸 福井 10.7% 11.2% 10.5% 12.0% 6,310 6,310 6,270 6,350
149 甲信越 古町 18.2% 19.3% 19.1% 19.1% 6,910 7,000 7,000 6,750
150 甲信越 新潟駅北口 21.1% 20.4% 19.3% 19.4% 8,680 8,900 8,860 8,850
151 甲信越 新潟駅南口 16.7% 16.1% 15.3% 14.7% 8,030 8,030 7,900 8,010
152 甲信越 甲府 20.1% 20.0% 20.2% 20.5% 9,020 8,880 10,340 8,420
153 甲信越 長野 17.5% 17.6% 17.2% 18.8% 8,600 8,810 8,710 8,760
154 広島市 広島駅北 21.2% 15.0% 12.7% 12.8% 8,180 8,040 7,960 7,910
155 広島市 広島駅南 11.6% 12.5% 11.0% 11.7% 8,660 8,880 9,030 9,060
156 広島市 幟町 15.3% 15.7% 16.1% 15.6% 9,150 8,870 8,830 8,770
157 広島市 白島通 13.6% 17.3% 15.0% 14.4% 7,990 8,120 7,870 7,800
158 広島市 相生通 14.7% 14.0% 14.0% 13.7% 9,950 9,950 9,980 9,890
159 広島市 鯉城通 9.6% 9.3% 8.1% 8.1% 10,160 10,160 10,160 9,960
160 広島市 大手町 22.6% 23.0% 23.5% 20.8% 8,330 8,570 7,860 7,640
161 広島市 平和大通 15.3% 15.0% 14.5% 13.8% 9,110 9,110 9,250 9,250
162 中国 市役所筋・岡山駅西口 14.9% 14.6% 14.8% 13.7% 8,820 8,850 8,670 8,960
163 中国 桃太郎大通周辺 19.5% 19.1% 17.7% 17.4% 8,440 8,610 8,630 8,530
164 高松市 寿町 18.7% 17.0% 16.5% 18.3% 8,410 8,650 8,680 8,550
165 高松市 番町・中新町 22.1% 21.7% 21.5% 21.5% 8,210 8,090 8,080 7,900
166 四国 徳島 17.2% 17.9% 17.6% 17.0% 8,770 9,200 9,240 9,240
167 四国 高知 21.6% 22.5% 21.1% 23.3% 8,280 8,280 8,160 8,160
168 四国 松山 17.8% 16.4% 15.4% 15.1% 8,090 8,340 8,340 8,070
169 福岡市 博多駅東 13.5% 13.8% 13.3% 13.9% 8,250 8,080 8,010 8,030
170 福岡市 博多駅前 14.0% 13.5% 14.1% 15.0% 8,970 8,980 8,940 8,950
171 福岡市 呉服町・川端 12.5% 12.6% 11.8% 11.7% 8,760 8,910 8,780 8,920
172 福岡市 天神 16.8% 16.5% 14.1% 13.0% 10,220 10,090 9,790 9,840
173 福岡市 赤坂・大名 13.6% 13.4% 12.7% 12.6% 8,820 8,820 9,070 8,890
174 福岡市 渡辺通・薬院 12.0% 10.5% 10.2% 8.9% 9,140 9,080 9,230 9,360
175 福岡市 ももち 24.7% 30.5% 34.1% 29.8% 8,790 ★ 9,610 ★ 9,610 ★ 9,610
176 九州・沖縄 北九州小倉 21.7% 22.0% 20.9% 19.8% 7,800 7,920 7,780 7,880
177 九州・沖縄 佐賀 12.6% 13.0% 12.3% 15.1% 6,920 6,760 6,850 6,980
178 九州・沖縄 長崎 10.8% 11.3% 11.0% 10.5% 8,180 8,320 8,320 8,150
179 九州・沖縄 熊本 17.6% 15.9% 14.9% 14.8% 8,160 8,080 8,090 8,180
180 九州・沖縄 大分 19.5% 20.8% 20.2% 19.4% 7,530 7,560 7,560 7,500
181 九州・沖縄 宮崎 19.2% 18.3% 18.6% 17.6% 7,620 7,680 7,600 7,830
182 九州・沖縄 鹿児島 13.1% 13.2% 12.7% 12.5% 8,060 8,130 8,160 8,220
183 九州・沖縄 那覇 18.1% 18.1% 17.2% 17.1% 8,670 8,870 8,670 8,390

全国空室率・平均募集賃料  一覧
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ASIA OFFICES
HONG KONG
4/F Three Exchange Square
8 Connaught Place
Central, Hong Kong
T: (852) 2820 2800
F: (852) 2810 0830

Suite 1201-03 & 14, 12/F Tower 6
The Gateway, 9 Canton Road
Tsimshatsui, Kowloon, Hong Kong
T: (852) 2820 8100
F: (852) 2521 9517

MACAU
The Executive Centre, Level 20
AIA Tower, 251A-301
Avenida Comercial De Macau
T: (853) 2857 5722
F: (853) 2857 5720

BEIJING
11/F, Tower 2, Prosper Centre
5 Guanghua Road, Chaoyang District
Beijing 100020
People's Republic of China
T: (86) 10 8588 0888
F: (86) 10 8588 0899

SHANGHAI
11/F Wheelock Square
1717 West Nanjing Road
Shanghai 200040
People's Republic of China
T: (86) 21 2401 1200
F: (86) 21 5403 7519

GUANGZHOU
Suite 804, R&F Center
10 Hua Xia Road, 
Pearl River New City
Tianhe District, Guangzhou 510623
People's Republic of China
T: (86) 20 2883 9200
F: (86) 20 2883 9248

SHENZHEN
Suite 1601, Tower 2, Kerry Plaza
1 Zhongxinsi Road, Futian District
Shenzhen 518048
People's Republic of China
T: (86) 755 8271 8999
F: (86) 755 2399 5370

HANGZHOU
Suite 703, South Tower
Anno Domini Plaza, 8 Qiu Shi Road
Hangzhou 310013
People's Republic of China
T: (86) 571 2880 6818
F: (86) 571 2880 8018

CHENGDU
Suite 704A-706, Office Tower at
Shangri-La Centre Chengdu, Block B
9 Bin Jiang East Road, 
Chengdu 610021
People's Republic of China
T: (86) 28 8447 0022
F: (86) 28 8447 3311

TIANJIN
Suite 903, Tower A, The Exchange
189 Nan Jing Road, Heping District
Tianjin 300051
People's Republic of China
T: (86) 22 8319 2178
F: (86) 22 8319 2180

DALIAN
Suite 2104, 21/F
Tian An International Tower
88 Zhong Shan Road, 
Zhongshan District
Dalian 116001
People's Republic of China
T: (86) 411 3980 5855
F: (86) 411 3980 5866

QINGDAO
Suite 501-502, Office Tower
Shangri-La Centre
9 Xiang Gang Middle Road
Qingdao 266071
People's Republic of China
T: (86) 532 6887 7222
F: (86) 532 6887 7234

WUHAN
Suite 3308, 33/F, Block 1
New World International Trade Centre
568 Jian She Avenue, Jianghan District
Wuhan 430022
People's Republic of China
T: (86) 27 8555 8277
F: (86) 27 6885 0506

SHENYANG
Suite 2102-2103
North International Media Centre
167 Qingnian Street, Shenhe District
Shenyang 110014
People's Republic of China
T: (86) 24 2318 2688
F: (86) 24 2318 2689

CHONGQING
Suite 2005-2006, 20/F
Chongqing International Trade Centre
38 Qingnian Road, Yuzhong District
Chongqing 400015
People's Republic of China
T: (86) 23 6310 7070
F: (86) 23 6310 7171

TAIPEI
13F/A, Hung Tai Centre
170 Tun Hua North Road
Taipei 105, Taiwan
T: (886) 2 2713 2266
F: (886) 2 2712 3065

SINGAPORE
6 Battery Road #32-01
Singapore 049909
T: (65) 6224 8181
F: (65) 6225 1987
168 Jalan Bukit Merah
Tower 3 #01-09
Singapore 150168
T: (65) 6854 8688
F: (65) 6271 2583

TOKYO, JAPAN
JEI Hamamatsucho Building, 1/F 
2-2-12 Hamamatsucho, Minato-ku
Tokyo 105-0013, Japan
T: (81) 3 5470 8711
F: (81) 3 5470 8715

*15 offices throughout Japan

SEOUL, KOREA
21/F SC First Bank Building
100 Gongpyeong-dong, Jongno-gu
Seoul, Korea 110-702
T: (82) 2 2170 5800
F: (82) 2 2170 5899

PHNOM PENH, CAMBODIA
Colonial Mansion
A-One Building, 1A Street 102
Phnom Penh, Cambodia
T: (855) 12 822 509

NEW DELHI, INDIA
G/F P.T.I Building
4 Parliament Street
New Delhi 110 001, India
T: (91) 11 4239 0200
F: (91) 11 2331 7670

MUMBAI, INDIA
#202/203, 2/F Naman Centre
G-block, Bandra Kurla Complex
Bandra (E), Mumbai 400 051, India
T: (91) 22 4069 0100
F: (91) 22 2652 7655

BANGALORE, INDIA
Hulkul Brigade Centre
G/F, No. 82 Lavelle Road
Bangalore 560 001, India
T: (91) 80 4074 0000
F: (91) 80 4112 1239

CHENNAI (MADRAS), INDIA
2H, 2/F Gee Gee Emerald 2C & 2D
151 Village Road, Nungambakkam
Chennai 600 034, India
T: (91) 44 2821 4599/4571
F: (91) 44 2821 4607

HYDERABAD, INDIA
211, Maximus 2B, 
Mindspace Cyberabad
Survey No: 64 (Part)
APIIC Software Layout, Madhapur
Hyderabad 500 081, India
T: (91) 40 4033 5000
F: (91) 40 4033 5050

PUNE, INDIA
705-706, 7/F Nucleus, 
Church Road
Pune 411 001, India
T: (91) 20 2605 5437/5367
F: (91) 20 2605 5405

KOLKATA, INDIA
2/F, Block B, Jindal Towers
21/1A/3, Darga Road
Kolkata 700 017, India
T: (91) 33 4019 0200
F: (91) 33 4019 0230

JAKARTA, INDONESIA
Menara BCA 45/F, Suite 4502
Jalan M. H. Thamrin No. 1
Jakarta 10310, Indonesia
T: (62) 21 2358 7337
F: (62) 21 2358 7227

KUALA LUMPUR, MALAYSIA
#9-1, Level 9, Menara Millenium 
Jalan Damanlela, Bukit Damansara
50490 Kuala Lumpur, Malaysia
T: (60) 3 2092 5955
F: (60) 3 2092 5966

JOHOR BAHRU, MALAYSIA
Unit 7.06, Level 7, Menara Pelangi
Jalan Kuning, Taman Pelangi
80400 Johor Bahru, Johor, Malaysia
T: (60) 7 331 8118
F: (60) 7 331 8119

PENANG, MALAYSIA
#9-B, Tingkat 9, Menara BHL Bank
51 Jalan Sultan Ahmad Shah
10050 Penang, Malaysia
T: (60) 4 226 4888
F: (60) 4 226 4111

MANILA, PHILIPPINES
Suite 1002-1005, 10/F
Ayala Tower One & Exchange Plaza
Ayala Avenue, Makati City
Metro Manila 1226, Philippines
T: (63) 2 752 2580
F: (63) 2 752 2571

10/F, National Life Building
Ayala Avenue, Makati City
Philippines
T: (63) 2 893 9325 / 2 894 5120

CEBU, PHILIPPINES
Suite 2, 2nd Level
Waterfront Hotel, Lahug
Cebu City, Philippines
T: (63) 32 318 0070

BANGKOK, THAILAND
46/F CRC Tower, All Seasons Place
87/2 Wireless Road, Lumpini
Pathumwan, Bangkok 10330
Thailand
T: (66) 2 654 1111
F: (66) 2 685 3300-1

PHUKET, THAILAND
12/9 Moo 4, Thepkrasattri Road
Kohkaew, Muang, Phuket 83000
Thailand
T: (66) 76 239 967
F: (66) 76 239 970

SAMUI, THAILAND
3/6 Moo 1, 
Baan Bophut - Plailaem Road
Bophut, Koh Samui
Surat Thani 84320, Thailand
T: (66) 77 430 737
F: (66) 77 430 740

HO CHI MINH CITY, VIETNAM
Suite 1201, Me Linh Point Tower
2 Ngo Duc Ke Street, District 1
Ho Chi Minh City, Vietnam
T: (84) 8 3824 6125
F: (84) 8 3823 8418

HANOI, VIETNAM
Floor 12A, Vincom City Tower B
191 Ba Trieu Street
Hanoi, Vietnam
T: (84) 4 2220 0220
F: (84) 4 2220 0210

DANANG, VIETNAM
6/F, Indochina Riverside Towers
74 Bach Dang Street
Danang, Vietnam
T: (84) 511 2222 111
F: (84) 511 2222 100




